
本資料のうち，枠囲いの内容は営業秘密の観点から公開できません。

1

C-9-8 改0　平成30年4月11日



2



別紙１

東海第二発電所 森林火災に係る貴機構敷地の植生管理の依頼について

１．ご協力いただきたい事項 

（１）防潮堤の防護に必要となる植生管理（費用も含め弊社にて実施） 

・森林火災からの熱影響から防潮堤を防護するため，貴機構敷地内の植生（図 1範囲

①，②及び図 2 範囲③）について，当社が伐採し，植生がない状態（モルタル吹

付，防草シートの敷設等）で管理すること 

（２）解析モデルの維持に係る植生管理（費用も含め弊社にて実施） 

・図 1範囲④の植生について，当社が草丈 30cm 以下で管理すること

２．備考 

（１）防潮堤を森林火災の熱影響から防護するため，樹木から 21m の離隔を確保する必要

があります。このため，防潮堤表面から 21m の距離にある貴機構敷地内の植生（図

1 範囲①，②及び図 2 範囲③）について伐採した上で，植生がない状態（モルタル

吹付，防草シートの敷設等）で管理することが必要となります。 

（２）防火帯幅は「外部火災影響評価ガイド」で推奨されている森林火災シミュレーショ

ンコード（以下「FARSITE」という。）を使用して算出します。防火帯幅は，

FARSITE へのインプットデータの１つである発電所周辺の植生に大きく依存しま

す。このため，2014 年 10 月（図 1範囲④）に熱影響が低い植生での管理をお願い

させていただきました。その後実施した解析では，この植生管理を踏まえた解析モ

デルを作成し実施したため，この解析モデルの状況（草丈 30cm 以下）を維持する

ことが必要となります。

（３）範囲①については，別紙 2「東海第二発電所 竜巻飛来物発生防止における車両等

の配置規制措置について」において，フェンス等の設置により車両の進入及び物品

の配置を規制することに対し，相応の対価をお支払いします。
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図 1 貴機構敷地内 植生管理範囲（発電所南側） 

図 2 貴機構敷地内 植生管理範囲（発電所北側） 

範囲①

「国土地理院（電子国土 WEB）航空写真」に加筆 

防

「国土地理院（電子国土 WEB）航空写真」に加筆 

熱影響防止範囲：21m 

範囲④

範囲②

範囲③
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別紙 2 

東海第二発電所 竜巻飛来物発生防止における

車両等の配置規制措置について

１．ご協力いただきたい事項

（１）使用済乾式貯蔵建屋の竜巻飛来物防護に係る車両等の配置規制措置（下表のとおり）

貴機構敷地における車両等の配置規制措置 

項目 内容 備考 

対象 

エリア

東二使用済燃料乾式貯蔵建屋 

南方の植生管理エリア（図 1） 

使用済燃料乾式貯蔵建屋西側壁面への

物品衝突が考慮されるエリア 

実施 

内容 

フェンス等の設置による規制，

・車両の侵入

・物品の配置

左記の措置（フェンス等の設置）は，費用も

含め弊社にて実施させて頂きます。 

また，車両の進入及び物品の配置規制に

対し，相応の対価をお支払いします。 

以 上

N 防潮堤

森林

配置規制措置の対象エリア

…建屋西側壁面に物品が到達

し得るエリア（オレンジ色の囲

み）を含めた，植生管理エリア

を対象とする

森林

：飛来物の衝突を許容出来る，
使用済燃料乾式貯蔵建屋の外壁

：配置禁止措置の対象エリア
（火災対応で設置する植生管理エリアと同一）

その他のエリアからの飛来物は，使用済燃料
乾式貯蔵建屋の   の面以外に到達しない
ので，飛来物管理は不要とする。

図 1 車両等の配置規制措置エリア 

3／6 5



4／6

本ページは空白です

6



別紙 3

東海第二発電所 継続的な漂流物評価における情報提供の依頼について

１．ご協力いただきたい事項

（１）敷地内の屋外における工事・作業等の実施計画に係る情報提供

・貴機構原子力科学研究所敷地を対象とし，敷地内の屋外における工事・作業等をご

計画される場合に，以下の条件に該当する工事・作業等について，実施概要，工事

等の期間に加えて，重機，クレーン，車両等の仮設物等の使用計画（設備仕様，使

用状態等）をご教示ください。

＜情報提供の対象とする工事・作業等の条件＞

以下の寸法又は重量を超える仮設物等の使用計画を有する場合 

・寸法：8m×34m 以上

（弊社が漂流物による影響評価において想定する最も面積の大きな対象物） 

・重量：15ton 以上

（弊社が漂流物による影響評価において想定する最も重量の大きな対象物） 

（２）仮設物等に対する調査（必要時） 

・（１）にてご提供いただいた仮設物等の情報をもとに，弊社にて調査の必要性につ

いて検討し，必要であると判断した場合に，電話等による聞き取り，関連資料の閲

覧又は現場調査を実施させていただきたく存じます。 

（３）具体的な手続きについて

・本情報提供に係る具体的な確認の手続きとして，前述の確認項目を定型的な書式で

書面に反映し，定期的に当社から貴機構に依頼文書として発信させて頂き，都度ご

確認を頂く方法を提案させて頂きます。

・また貴機構からご提供頂く具体的な情報としては，入構の事前手続きで用いられる

時間外駐車届等の情報を基本的に利用させて頂きたく存じます。

・これらのご提案以外にも，できるだけ貴機構のご負担が少なくなるよう対処いたし

ます。

２．これまでの経緯 

・弊社東海第二発電所の規制基準に対する適合性対応（以下「新規制基準適合性審

査」という。）の一環として、津波の襲来による発電所への影響の程度について評
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価を実施しております。この中で，津波により発生する可能性のある漂流物が，津

波から発電所を防護するための施設・設備の健全性及び海水取水機能の取水性に与

える影響について評価を実施する必要があることから，漂流物となる可能性のある

対象物を調査により抽出し，抽出結果に基づく漂流物評価をこれまで実施して参り

ました。しかしながら新規制基準適合性審査の過程において，今後継続的に漂流物

による影響評価を実施していくにあたり貴機構の敷地における仮設物等についても

情報を入手する必要性が生じたことから，この度仮設物等の情報提供の依頼をさせ

ていただくこととなりました。
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